様式１―１

令和　　年　　月　　日

厚生労働大臣　殿

　

（法人の主たる事務所の所在地）

（法人名）

（法人の長）　　　　　　　

証明申請書

法人税法施行規則第５条第６号の基準に該当することにつき貴殿の証明を求めます。

（別紙）
１．要件一覧表
	イ
	ロ
	ハ

	
	(１)
	（２)
	（３）
	（４）
	（５）
	（６）
	（１）
	（２）
	（３）
	（４）
	（５）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．事業収入総括表
	項目
	収入金額（円）
	構成割合（％）

	①社会保険診療
	
	

	②労災保険診療
	
	

	③自賠責
	
	

	④公害
	
	

	⑤健康増進
	
	

	⑥それ以外の健康診査
	
	

	⑦臨床検査
	
	

	⑧助産
	
	

	⑨自治体委託
	
	

	（①～⑨の合計）
	
	

	⑩事業収入合計
	
	１００


３．労働者災害補償保険法に係る患者の診療報酬
②に係る患者の診療報酬が社会保険診療に準ずる額か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　準ずる額
□　準じない額
４．自動車損害賠償保障法に係る患者の診療報酬
③に係る患者の診療報酬が社会保険診療に準ずる額か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　準ずる額
□　準じない額
５．公害健康被害の補償等に関する法律に係る患者の診療報酬
④に係る患者の診療報酬が社会保険診療に準ずる額か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　準ずる額
□　準じない額
６．健康増進法第６条各号に掲げる健康増進事業実施者が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診査に係るものに限る。）に係る収入金額
⑤に係る患者の診療報酬が社会保険診療と同一の基準またはそれ以下により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　同一の基準による

□　同一の基準によらない
７．健康増進法以外の法令に規定する健康診査に係る収入金額
⑥に係る患者の診療報酬が社会保険診療と同一の基準またはそれ以下により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　同一の基準による

□　同一の基準によらない
８．臨床検査を行う者の利用に供することにより得られた収入金額
	
	施　設　名
	収入金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合　　計
	


９．助産にかかる収入金額
	
	項　　目
	値

	Ａ
	自由診療のうち助産にかかる収入（社会保険診療及び健康増進事業に係るものを除く）
	円

	Ｂ
	分娩件数
	件

	Ｃ
	Ｂ×５０万円
	円

	Ｄ
	Ａ又はＣの金額のうち、いずれか低い方の金額
	円


１０．「次号ロ（１）及び（４）に掲げる基準に関する事業並びに国又は地方公共団体から委託を受け実施する医療に関する事業に係る収入金額」
	
	事　業　名
	収入金額（円）

	
	ロ（１）学校医
	

	
	ロ（４）特定健診特定保健指導
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合　　計
	


様式１－２
令和○年○月○日

（法人の長）　殿

厚生労働大臣　印

法人税法施行規則第５条第６号の証明

貴法人が、法人税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１２号）第５条第６号に規定する基準に該当することを証明します。

様式２―１
令和　　年　　月　　日

厚生労働大臣　殿

　

（法人の主たる事務所の所在地）

（法人名）

（法人の長）　　　　　　　

証明申請書

法人税法施行規則第６条第４号及び第７号の基準に該当することにつき貴殿の証明を求めます。

（別紙）
１．要件一覧表
	イ
	ロ
	ハ
	ニ
	ホ

	
	
	
	
	


２．ロ（実地修練、臨床研修）
	チェック欄
	該　当　病　院

	
	①大学の医学部又は大学附置の研究所の附属施設である病院

	
	②医師法施行規則第１１条における厚生労働大臣の指定した病院

	
	③臨床研修病院としての指定を受けている病院


３．ニ（生活保護法の医療扶助）
	項　目
	内　　容

	算定期間
	　 年 　月 　日 ～  　年 　月 　日

	Ａ（生活保護法第１５条又は第１６条に規定する扶助に係る診療を受けた患者数）
	人

	Ｂ（無料又は診療報酬（入院時食事療養費を含む。）を１０%以上減額した患者数）
	人

	Ｃ（患者総数）
	人

	実施率（
[image: image1.wmf]Ｃ

Ａ＋Ｂ

）
	％


②について、

１．「実施率」欄は、ＡとＢの和をＣで除した数に100を乗じて小数点以下第１位（第２位以下は切り捨て）まで記入すること。

２．患者数は全て延べ数。

３．複数の医療機関を有する場合、「医療機関毎の患者数」を作成の上、そのＡ～Ｃそれぞれの合計欄の数を本表Ａ～Ｃに記入すること。

４．算定期間は非課税措置の適用を受ける年度を記載すること。

ニ　別表（医療機関毎の患者数）
	医療機関名
	Ａ（生活保護法第１５条又は第１６条に規定する扶助に係る診療を受けた患者数）
	Ｂ（無料又は診療報酬（入院時食事療養費を含む。）を１０%以上減額した患者数）
	Ｃ（患者総数）

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人


４．ホ　社会福祉法上の無料又は低額な料金による診療事業
	項　目
	内　　容

	算定期間
	　 年 　月 　日 ～  　年 　月 　日

	Ａ（生活保護法第１５条又は第１６条に規定する扶助に係る診療を受けた患者数）
	人

	Ｂ（無料又は診療報酬（入院時食事療養費を含む。）を１０%以上減額した患者数）
	人

	Ｃ（患者総数）
	人

	実施率（
[image: image2.wmf]Ｃ

Ａ＋Ｂ

）
	％


１.「実施率」欄は、ＡとＢの和をＣで除した数に１００を乗じて小数点以下第１位（第２位以下は切り捨て）まで記入すること。

２．Ａ、Ｂ及びＣは、算定期間におけるそれぞれの延べ数を記入すること。

３．複数の医療機関を有する場合、当該有する医療機関毎に本表を作成すること。

４．社会福祉法第69条第１項に基づく都道府県知事への届出書の写しを添付すること。

５．算定期間は非課税措置の適用を受ける年度を記載すること。

５．収入総括表
	区　　分
	収入金額
	割　　合

	①社会保険診療
	円
	％

	②労災保険診療
	円
	％

	③健康診査
	円
	％

	④計
	
	


６．労働者災害補償保険法
労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に係る患者の診療報酬が、社会保険診療と同一の基準により計算するまたは少額（全収入金額のおおむね１００分の１０以下）か否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　同一の基準による

□　同一の基準によらない

７．健康診査
健康診査に係る患者の診療報酬が社会保険診療と同一の基準により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

□　同一の基準による

□　同一の基準によらない

様式２－２
令和○年○月○日

（法人の長）　殿

厚生労働大臣　印

法人税法施行規則第６条第４号及び第７号の証明

貴法人について、法人税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１２号）第６条第４号及び第７号に規定する基準に該当することを証明します。
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